
法人届出は商号、名称。個人の届出は代表者名を記載すること。※営業所名を記載しないこと。

別記様式第２号（第３条関係）

※　資料区分 ※　受理警察署 （　　 　　　　署）

※　受理番号 ※　受理年月日 　　　　 年 月 日

 

  記載例 

探　偵　業　廃　止　届　出　書 

 

 

　　　探偵業の業務の適正化に関する法律第４条第２項の規定により届出をします。 

 

                                                                      年　　　月　　　日 

              　公安委員会　殿 

                                               　　　　届出者の商号、名称又は氏名及び住所 

                                                        東京都○○区○○町○丁目○番○号

  ○○調査株式会社

                                                           代表取締役　○○　○○   
 

 

 

           　 　　            

（ フ リ ガ ナ ） 

  商号、名称又は氏名

 法 人 等 の 種 別 １．個人　２．株式会社　３．持分会社　４．財団法人　５．社団法人 

９．その他    
 

 法第４条第１項の届出書の受理番号

 廃 止 の 年 月 日 　　　　 年 月 日

 廃 止 の 事 由  

 

 

 

 

 

                   

 

記載要領 

　　１　※印欄には、記載しないこと。 

　　２　数字を付した欄は、該当する数字を○で囲むこと。 

備考 

    用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。

実際に届出をした日にちを

記載すること。

この太枠には何も記載しないこと。

会社名と併せて、代表取締役の名前を記載すること。

個人の届出の場合は、代表者の氏名、住所を記載する

こと。（営業所の所在地、名称ではないので留意する

こと。）

押印不要。記名でよい。（記名には、署名（本人による自署）だけでなく、代筆、パソコン又は

ゴム印による印字等も含まれる。）

○ 廃止のを具体的に記載すること。

・廃止する営業所所在地、名称

・廃止する理由・・例 業務を縮小し、営業所を閉鎖するため

営業所を他道府県に移転するため 等

開始の届出時に通知された番号を記載すること。


